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陸上自衛隊環境衛生規則 
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附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 の規則は、陸上自衛隊の駐屯地（自衛隊中央病院を含む。以下同じ。） 

における環境衛生に関して必要な事項を定めて、隊員の生活を快適なものと 

し、かつ、隊員の健康を保持増進することを目的とする。 

（環境衛生の意義） 

第２条 この規則において、環境衛生とは、陸上自衛隊の全ての施設並びに隊 

員の被服及び糧食品等の衛生に関する監視指導を行うとともに、これらにつ 

いて衛生上の技術的な検査、監督、教育指導及び改善に関する一切の施策を 

いう。 に基づくもののほか、この達の定めるところによる。 



（環境衛生官及び食品衛生官） 

第３条 防衛省職員の健康管理に関する訓令（昭和29 年防衛庁訓令第31号） 

 第24条に規定する衛生検査担当者（以下この規則において「環境衛生官」及 

 び「食品衛生官」をいう。）は、それぞれ衛生科職種の幹部自衛官で駐屯地 

 業務隊衛生科又は駐屯地業務を担当するその他の部隊等若しくは自衛隊中央 

 病院に勤務し、次の各号の一に該当する者のうちから駐屯地業務隊長（駐屯 

 地業務隊を置かない駐屯地にあっては駐屯地業務を担当する部隊等の長、自 

 衛隊中央病院にあっては自衛隊中央病院長。以下同じ。）が任命する。 

 (１) 衛生学校において幹部特技課程「衛生官」を修了した者 

 (２) 次の資格を有する者 

   ア 医師法（昭和23 年法律第201 号）第２条の免許を受けた者 

   イ 歯科医師法（昭和23 年法律第202 号）第２条の免許を受けた者 

   ウ 薬剤師法（昭和35 年法律第146 号）第２条の免許を受けた者 

   エ 獣医師法（昭和24 年法律第186 号）第３条の免許を受けた者 

   オ 臨床検査技師等に関する法律（昭和33 年法律第76 号）第３条の 

    免許を受けた者並びに臨床検査技師及び衛生検査技師等に関する法律 

    の一部を改正する法律（平成17 年法律第39 号）附則第３条第１項に 

    規定する免許を受けている者及び受けた者 

   カ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46 年厚生省令第 

    35号）第16条に定める資格を有する者 

   キ 食品衛生法施行令（昭和28 年政令第229 号）第９条に定める資格を 

    有する者 

   ク 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20 

    号）第７条第１項の免状を受けた者 

   ケ 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律（昭和46年法律 

    第107号）第７条第１項に定める資格を有する者 

   コ 作業環境測定法（昭和50 年法律第28 号）第５条に定める資格を有 

    する者 

 (３) その他これと同等以上の学力経験を有し、駐屯地業務隊長が適当と認 

   めた者 

２ 環境衛生官は、駐屯地業務隊長の命を受け、環境衛生補助官を指揮し、駐 

 屯地内の全ての施設、設備、器具、被服等（以下「施設等」という。）の衛 

 生監視並びにねずみ族、昆虫の駆除及びそれらの発生防止その他上下水の水 

 質検査、汚染防止等に関する技術的な検査により助言及び指導を行うものと 

 する。 

３ 食品衛生官は、駐屯地業務隊長の命を受け、食品衛生補助官を指揮し、駐 

 屯地内の給食施設等における食品、添加物、器具、容器、包装及び調理勤務 



 員等の衛生監視並びに食品検査その他食中毒の発生防止等に関する技術的な 

 検査により助言及び指導を行うものとする。 

４ 環境衛生官及び食品衛生官は、駐屯地の状況によりそれぞれこれを兼務す 

 ることができる。 

 （環境衛生補助官及び食品衛生補助官） 

第４条 環境衛生官及び食品衛生官の補助者としてそれぞれ環境衛生補助官及 

 び食品衛生補助官各１名を置く。 

２ 環境衛生補助官及び食品衛生補助官は、それぞれ次の各号の一に該当する 

 隊員のうちから、駐屯地業務隊長が命ずる。 

 (１) 衛生学校において上級陸曹特技課程「臨床検査技師」を修了した者 

 (２) 国又は都道府県において行う環境衛生若しくは食品衛生に関する監視 

   業務の教育を受け又はこの資格を有する者 

 (３) 栄養士の資格を有する者 

 (４) その他この業務の遂行に必要な知識経験を有し、駐屯地業務隊長が適 

   当と認めた者 

３ 環境衛生補助官及び食品衛生補助官は、それぞれ環境衛生官及び食品衛生 

 官を補佐し、諸記録の作成、整備及び保管に任ずるものとする。 

４ 環境衛生補助官及び食品衛生補助官は、駐屯地の状況によりそれぞれこれ 

 を兼務又はこれを増員することができる。 

 （環境衛生及び食品衛生教育の実施） 

第５条 各部隊等の長は、教育訓練計画に基づき積極的に環境衛生及び食品衛 

 生に関する教育を実施しなければならない。 

２ 駐屯地業務隊長は、環境衛生官及び食品衛生官をして、前項により各部隊 

 等の長が実施する教育に関し、所要の支援を行わせるものとする。 

第２章 環境衛生 

 （環境衛生監視指導） 

第６条 環境衛生官は、各施設等における採光、照明、通風、換気、気温、気 

 湿、ほこり、ガス及び騒音並びにねずみ族、昆虫、病原菌及び有毒物による危 

 害並びに清掃、清潔、整頓及び汚物処理等について、少なくとも毎月１回以上 

 環境衛生監視指導の着眼事項（別紙第１）に基づいて環境衛生監視を実施し、 

 環境衛生点検表（別紙第２）を作成の上、駐屯地業務隊長に報告するものとす 

 る。 

２ 前項の場合には、環境衛生官は、施設の環境を調査するとともに、季節等 

 の条件を勘案の上、部隊等の健康管理係、環境整備、糧食等に関係のある幹 部 

 及び当該駐屯地の所在する地域を管轄する保健所と緊密な連携をとり、有害な 

 事態が発生するおそれがあると認めたときは、直ちに応急の処置を施すととも 



 に、その改善について所要の資料を作成し、駐屯地業務隊長に、意見を具申す 

 るものとする。 

 （水の検査及び汚染防止） 

第７条 環境衛生官は、毎月１回以上定期に又は必要に応じその都度飲用水、 

 調理用水及び水源、浄水場、水泳場その他下水等の水質検査を環境衛生監視 

 指導と併せ実施し、水系感染症の侵入を絶えず監視し、水の汚染防止を図ら 

 なければならない。 

２ 水道水の水質検査は、水道法（昭和32 年法律第177 号）第４条に定める水 

 質基準に基づき実施し、飲用水、調理用水の残留塩素量について必要に応じ 

 その増減を給水施設取扱規則（陸上自衛隊達第83―２号）第７条に規定する 

 水道技術管理者等に指示するとともに、給水施設の衛生管理について指導を 

 行うものとする。 

 （ねずみ族及び昆虫の発生防止） 

第８条 環境衛生官は、施設及びその周辺におけるねずみ族及び昆虫の発生源 

 等を調査して、その発生防止策を講ずるとともに、その駆除に当たっては技 

 術的な指導及び監督を行わなければならない。 

第３章 食品衛生 

 （食品衛生監視指導） 

第９条 食品衛生官は、給食施設における食品、添加物、調理器具、容器及び 

 包装等についての衛生検査及び食品、器具の洗浄、消毒、保管並びに調理、 

 配食その他調理勤務員の衛生等に関して、食品衛生監視を少なくとも毎週１ 

 回以上食品衛生監視指導の着眼事項（別紙第３）に基づいて実施し、食品衛 

 生点検表（別紙第４）を作成の上、駐屯地業務隊長に報告するものとする。 

２ 前項の場合において、食品衛生官は、給食担当官と緊密な連携をとり、有 

 害な事態が発生し又は発生のおそれがあると認めたときは直ちに応急の処置 

 をとり、改善を必要とする事項については所要の資料を作成し順序を経て、 

 駐屯地業務隊長に意見を具申するものとする。 

 （食品検査及び汚染防止） 

第10条 食品衛生官は、納入時の食品衛生検査及び毎配食前の試食を実施する 

 ほか、定期に又は必要に応じ随時保存食、貯蔵食品及び売店等の販売食品の 

 衛生検査を実施しなければならない。 

２ 検査は、官能検査を実施し、必要に応じ簡易な理化学、細菌学的検査を行 

 い、更に必要な場合は精密検査を行って、常に食品の汚染防止を図るものと 

 する。 

３ 納入食品について精密検査を実施したときは、納入食品検査成績（別紙第 

 ５）を作成して給食担当官に送付するものとする。 



４ 共済組合が直営し又は委託する売店等の販売食品の検査は、組合支部長を 

 通じて実施するものとする。 

５ 試食の記録は常に整備し、保存食は原材料等及び調理済み食品から食品ご 

 とに50ｇ程度ずつ、清潔な容器（ビニール袋等）に入れ、密封し、マイナス 

 20℃以下で２週間以上保存しなければならない。なお、原材料等は、特に洗 

 浄殺菌等を行わず、購入した状態で保存する。 

 （食中毒等の発生防止） 

第11条 食品衛生官は、給食担当官と協力して全ての食品、添加物、器具、容 

 器及び包装等についての衛生検査、給食施設、設備及び器具等の清掃並びに 

 調理員の手指、食器、器具等の洗浄及び消毒の確実な実施を絶えず監視して、 

 飲食又は調理に基づく伝染病及び食中毒等の発生防止に努めなければならな 

 い。 

２ 食中毒の発生に際しては、発生原因の究明に努め適切な処置を行うととも 

 に食中毒のおそれがある飲食物等の給食又は販売等の制限又は禁止について 

 駐屯地業務隊長に意見を具申し、感染の防止に努めなければならない。 

第４章 報告 

 （環境衛生調査表） 

第12条 駐屯地業務隊長は、駐屯地の環境衛生状態を把握するため、毎年度末 

 に環境衛生調査表（別紙第６）１部を作成し、順序を経て翌月末日までに、 

 陸上幕僚長に報告するものとする。（衛定第17 号） 

 （集団食中毒発生経過報告等） 

第13条 駐屯地司令又は自衛隊中央病院長は、集団食中毒が発生した場合、事 

 故報告に関する達（陸上自衛隊達第121―２号）に定めるところにより報告す 

 るものとする。 

２ 食中毒患者又はその疑いのある者を診断した医官は、駐屯地司令に報告す 

 るとともに食品衛生法（昭和22 年法律第233 号）第58 条第１項に基づき直 

 ちに最寄りの保健所長に届け出るものとする。 

第５章 雑則 

（行動等の場合及び分屯地等における準用） 

第14条 出動、災害派遣、地震防災派遣、演習等のため部隊等が駐屯地を離れ 

 た場合又は分屯地に所在する部隊等及び自衛隊地方協力本部における環境衛 

 生については、当該部隊等の長及び分屯地司令は、努めてこの規則の趣旨を 

 準用するものとする。 

（委任規定） 

第15条 この規則の実施についての必要な事項は、駐屯地司令が定める。 

  附 則 

 この達は、昭和 32 年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



   附 則（昭和35 年１月11 日陸上自衛隊達第150―21―１号） 

 この達は、昭和35 年１月14 日から施行する。 

   附 則（昭和36 年３月15 日陸上自衛隊達第94―２号抄） 

１ この達は、昭和36 年４月１日から施行する。 

   附 則（昭和40 年２月23 日陸上自衛隊達第122―54 号） 

 この達は、昭和40 年４月１日から施行する。 

   附 則（昭和41 年９月12 日陸上自衛隊達第36―５―１号） 

 この達は、昭和41 年９月12 日から施行する。 

   附 則（昭和49 年10 月24 日陸上自衛隊達第36―５―２号） 

 この達は、昭和49 年11 月15 日から施行する。 

   附 則（昭和51 年11 月１日陸上自衛隊達第36―５―３号） 

 この達は、昭和51 年11 月１日から施行する。 

   附 則（昭和53 年１月13 日陸上自衛隊達第122―108 号） 

 この達は、昭和53 年１月30 日から施行する。 

   附 則（昭和54 年３月14 日陸上自衛隊達第122―111 号） 

１ この達は、昭和54 年３月14 日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有している旧様式の用紙類は、内容を修正して使 

 用することができる。 

  附 則（昭和57 年４月30 日陸上自衛隊達第122―119 号） 

１ この達は、昭和57 年４月30 日から施行する。 

２ この達施行の際現に保有する公印は、新たに作成するまでそのまま使用す 

 ることができる。 

３ この達施行の際現に保有する旧様式の用紙類は、当分の間内容を修正して 

 使用することができる。 

   附 則（昭和60 年３月29 日陸上自衛隊達第36―６―11 号抄） 

１ この達は、昭和60 年４月１日から施行する。ただし、第９条の改正規定中 

 「技術高級課程学生及び幹部特修課程学生に係る部分及び第18 条（報告）各 

 号の改正規定は、昭和61 年４月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有する用紙類は、当分の間、内容を修正して使用 

 することができる。 

   附 則（昭和61 年６月23 日陸上自衛隊達第36―５―４号） 

 この達は、昭和61 年７月１日から施行する。 

   附 則（平成元年２月10 日陸上自衛隊達第122―127 号） 

１ この達は、平成元年２月10 日から施行し、同年１月８日から適用する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用す 

 ることができる。 

   附 則（平成２年１月 26 日陸上自衛隊達第 36―５―５号） 

 

 

 

 

 

 



 この達は、平成２年４月１日から施行する。 

   附 則（平成７年３月22日陸上自衛隊達第36―５―６号） 

１ この達は、平成７年４月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有している旧規格の用紙類は、当分の間、使用す

ることができる。 

   附 則（平成11年９月13日陸上自衛隊達第92―７号抄） 

１ この達は、平成11年９月13日から施行する。 

   附 則（平成14年３月22日陸上自衛隊達第36―５―７号） 

この達は、平成14年４月１日から施行する。 

   附 則（平成18年７月26日陸上自衛隊達第122―211号） 

この達は、平成18年７月31日から施行する。 

   附 則（平成19年１月９日陸上自衛隊達第122―215号） 

この達は、平成19年１月９日から施行する。 

   附 則（平成21年２月３日陸上自衛隊達第122―230号） 

この達は、平成21年２月３日から施行する。 

   附 則（平成26年７月４日陸上自衛隊達第36―５―８号） 

１ この達は、平成26年８月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有している旧規格の用紙類は当分の間、内容を修

正して使用することができる。 

   附 則（平成31年４月19日陸上自衛隊達第122―302号） 

１ この達は、平成31年５月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧規格の用紙類は所要の修正を行い使用す

ることができる。 

   附 則（令和元年６月27日陸上自衛隊達第122―303号） 

１ この達は、令和元年７月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に存する本改正前の様式による用紙は、当分の間、こ

れを修正した上使用することができる。 

   附 則（令和３年３月15日陸上自衛隊達第122―315号） 

１ この達は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に存するこの達による改正の前の様式（以下「旧様

式」という。）により使用されている書類は、この達による改正後の様式によ

るものとみなす。 

３ この達の施行の際、現に存する旧様式による用紙については、当分の間、

これを修正の上使用することができる。 



 

 



 



 



 



 



 



別紙第２（第６条関係） 

環 境 衛 生 点 検 表 

（令和  年  月） 

               環境衛生官階級氏名          

項    目 所          見 処         置 

１ 本 部   

２ 隊 舎   

３ 教 室 等   

４ 工 場 等   

５ 医 務 室   

６ 給 養 施 設   

７ 給 水 施 設   

８ 浴 場 等   

９ 売 店 等   

10 警 衛 所 等   

11 汚物処理等   

摘    要   

寸法：日本産業規格Ａ４  

 



 



 



 



 
別紙第４（第９条関係） 

食 品 衛 生 点 検 表 

（令和  年  月第  週） 

               食品衛生官階級氏名          

項    目 所         見 処         置 

１ 食 品   

２ 食 品 格 納   

３ 食 品 容 器   

４ 調 理 器 具   

５ 調理勤務員   

６ 売 店   

７ 摘 要   

寸法：日本産業規格Ａ４  



別紙第５（第 10 条関係） 

№   

納入食品検査成績(控) 

検査実施日  令和 年 月 日 時 

業者所在地              

業 者 氏 名              

食 品 名             

検 査 数 量             

検 査 方 法              

検 査 成 績   合 格  不合格  

検査官所見 

 

 

切 

取 

線 
 
 
 
 

 

№   

納 入 食 品 検 査 成 績 

検査実施日  令和 年 月 日 時 

業者所在地             

業 者 氏 名             

食 品 名              

検 査 数 量             

検 査 方 法              

検 査 成 績   合 格  不合格  

検査官所見 

 

 

食品衛生官階級氏名 

  

食品衛生官階級氏名 

  

        寸法：日本産業規格Ａ５         寸法：日本産業規格Ａ５ 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第６（第 12 条関係） 

発簡番号           

       殿                               年 月 日 

                               発 簡 者          

          環 境 衛 生 調 査 表(１)     （公印省略） 

（衛定第 17 号） 

１ 方面  ２ 駐（分）屯地名  ３ 駐（分）屯地年間平均人員  名 

４ 所 轄 保 健 所  ５ 
所轄保健所管内における前年の赤痢・食中毒年

間り患率（対 10 万人比） 

(１) 赤 痢 

(２) 食中毒 

６ 衛 生 科 長  ７ 環境衛生官  
８ 食 品 衛 生 官  

９ 食品衛生管理官  

給 

水 

10 給 水 の 種 類 ・ 量 (１)自隊給水 (２)都市給水 (３)併用 (４)その他（ ） １日平均給水量  トン 

11 毎 月 水 質 検 査 (１) 毎月合格 (２) 不合格の月あり（理由                 ） 

12 臨 時 水 質 検 査 (１) 実施   月（理由                          ） 

給 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

食 

13 冷 凍 室 (１) 有（容積    ｍ3） (２) 無 
16 冷凍機 

kW/h 

台  

17 冷凍容量 

kcal/h 

室  

14 冷 蔵 室（庫） (１) 有（容積    ｍ3） (２) 無 

15 予 冷 室 (１) 有（容積    ｍ3） (２) 無 

18 下 処 理 室 (１) 有（面積    ㎡） (２) 無（下処理をする場所           ） 

19 専 用 便 所 (１) 有（水洗・くみ取り） (２) 無（使用場所との距離      ｍ） 

20 

１ 日 給 食 人 員 

 

 

平均     名 

21 

 給食勤務員       名 

（部外委託業務従事者   名） 

  事  務：   名 

  調  理：   名（   名） 

  洗  浄：   名（   名） 

22 

ＫＰ（Ｕ）交代日数 

 

平均     日ごと 

23 納入時食品衛生検査の不合格件数（交換件数も含む。） 

 
調達区分 

食品区分 
駐 屯 地 現 地 地 域 合 同 方 面 中 央 計  

 (１) 水産物及びその加工品        

 (２) 畜産物及びその加工品        

 (３) 農産物及びその加工品        

 (４) そ の 他        

 計        

         

ね
ず
み
・
衛
生
害
虫
駆
除 

24 ね ず み 

(１) ア 生息する（(ア) 給食施設(イ) 居室(ウ) 倉庫(エ)売店(オ)その他）イ 生息しない 

(２) 主な種類（ア          イ          ウ          ） 

(３) 主な殺そ剤の種類及び年間使用量 

   ア                  ・       ㎏ 

   イ                  ・       ㎏ 

25 衛生害虫 

(１) 主な種類（ア          イ          ウ          ） 

(２) 主な駆除剤の種類及び年間使用量 

   ア                  ・       ㎏(１) 

   イ                  ・       ㎏(１) 

   ウ                  ・       ㎏(１) 

寸法：日本産業規格Ａ４   



 

環 境 衛 生 調 査 表(２) 

廃
棄
物
の
処
理
・
清
掃 

26 駐屯地廃棄物（ごみ、ちり、残飯等） １日平均発生量（実績・推定） 

27 廃棄物処理・処分方法 (１) 自隊（埋設・焼却） (２) 地方自治体に委託 (３) 業者委託 

28 駐屯地排出水１日平均排出量（実績・推定） (１) し尿   トン (２) 雑排水   トン 

29 し 尿 処 理 方 法 (１) くみ取式 (２) 公共下水道へ直接 (３) し尿浄化槽 

30 雑排水処理方法 (１) 公共下水道へ直接 (２) し尿浄化槽で合併 (３) その他 

31 駐屯地排出水処理方法 

(１) 公共下水道へ直接 (２) 自隊処理後周辺側溝（ア 公共用水域
 

イ その他の水域
   

衛 

生 

検 

査 

32 特別健康診断実施基準（陸上自衛隊健康診断及び体力検査実施規則 別表第４第 18 項）該当年間赤痢菌等菌

検索件数     件 

33 部外委託菌検索手数料  (１) ア 保健所 イ 病院  (２) １人１回     円 

34 環境測定年間実施件数 

(１) 室内浮遊じん量   件 (２) ＣＯ    件 (３) ＣＯ2   件 (４) 気 流   件 

(５) 照 度       件 (６) 騒 音   件 (７) その他   件 

環
境
衛
生
管
理
上
の
問
題
点
・
特
に
上
級
部
隊
で
施
策
を
必
要
と
す
る
事
項 

Ａ 給水衛生 

Ｂ 給食衛生 

Ｃ ねずみ・衛生害虫駆除 

Ｄ 廃棄物の処理・清掃・環境汚染防止等 

規格：Ａ列４番   

 

 


